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本資料の目的 

1. 本資料は、第 355 回企業会計基準委員会（2017 年 2 月 22 日開催）において審議し

た項目について、聞かれた主な意見をまとめたものである。 

 

抽出した課題への対応（連結財務諸表） 

（全般的事項） 

2. IFRS 第 15 号の定めを新基準に取り入れることについては、国際的な整合性や比較

可能性の確保という観点のみならず、企業の業績を財務報告に描写するための基本

的な考え方を明瞭にするという観点でも有効となるということを示すことが必要

なのではないか。 

3. 公開草案に対するコメントの募集期間や強制適用時期までの準備期間を長く設け

ることによって、関係者が新基準について理解を深めることができ、新基準が円滑

に導入されることになるのではないか。 

（契約コスト） 

4. 契約コストについては、連結財務諸表と個別財務諸表の取扱いを統一的なものとす

るのかどうかという観点から検討してはどうか。 

 

重要性に関する事項の検討 

（全般的事項） 

5. 新基準は多くの企業に影響が及ぶものであり、一般的な重要性だけでは判断が困難

であると考えられるため、新基準の導入準備や業務上の負荷を軽減するために、重

要性の定めを置くことは重要であると考えられる。 

（工事契約） 

6. 工期がごく短い工事契約について一時点で収益を認識することは、現行の企業にお

ける管理実務を適切に描写していると考えられ、企業会計基準第 15 号「工事契約

に関する会計基準」における期間がごく短いという重要性に関する定めを新基準に
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引き継ぐことがよいと考えられる。 

（出荷基準） 

7. 出荷基準の適用にあたっては、実務における判断に資するために、国内の実務を考

慮した常識的なレベルで一定の数値を示すことがよいのではないか。 

8. 工事契約の「工期がごく短い」という表現については、明確な数値基準がなくとも

実務で適切に運用されていると考えられるため、出荷基準についても、明確な数値

を示す必要はなく、定性的な要件を示すことがよいのではないか。また、企業会計

基準第 15 号「工事契約に関する会計基準」のように、結論の背景において重要性

の定めの検討経緯や考え方を示すことで、関係者が趣旨を理解したうえで適切な運

用がなされるのではないか。 

 

以 上 
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